


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































民 族 全体 の件 数 割 合 （％ ）
マ レ一 系 12368 66．6
中 国系 4231 22．8


















チ ャ ン ネ ル 全体 の件 数 割 合 （％ ）
オ フ ィス 訪 問 2725 14．7
手 紙 ／ フ ァ ック ス 3196 17．2
電 話 8158 43．9



















紛 争 解 決 ／ 照 会 チ ャ ン ネ ル 全 体 の 件 数 割 合 （％ ）
消 費 者 苦 情 審 判 所 へ の 照 会 3986 21．4
金 融 調 停 局 へ の 照 会 1230 6．6
国 立 消 費 者 苦 情 セ ン タ ー へ の 照 会 7636 41．4
政 府 機 関 へ の 照 会 1404 7．6
民 間 企 業 ／ 業 界 団 体 へ の 照 会 4323 23．3




















1．旅行代 理店 （2㈲ 件 ） 22．水道サ ー ビス （528件 ）
2． フラ イ ト代 理店 （96件 ） 23．健康サ ー ビス （295件 ）
3．メ イ ド代 理 店 （434件 ） 加 ．病 院／ ク リニ ック （314件）
4．Astro （ケ ーブ ルT V） （91件） 25．行 政機 関 （275件 ）
5．銀行 ・金融サ ー ビス （322件 ） 26．下水道 サ ー ビス （723件）
6． ク レジ ッ　ト カ ー ド （296件 ） 27． ゴ ミ収集サ ー ビス （323件 ）
7． 食品汚 染 （122件 ） 28．害 虫管理サ ー ビス （1誕件 ）
8． ビューテ ィ ・サ ロ ン （285件） 29．法律事 務所 （459件 ）
9． バ ラル （Halal）問題 （187件） 30．セ キ ュ リテ ィ会社 （175件）
10．携帯 電話 （507件） 31．住 宅管 理会社 （1097件 ）
11．大 型 スーパ ーマ ー ケ ッ ト （429件 ） 32．電気 サ ー ビス （313件 ）
12．不 当表 示 （449件 ） 33．消 費財 （870件）
13．保険 （571件 ） 34．住 宅 （1164件 ）
14． ダイ レク ト ・セ ールズ （675件） 35． 医薬 品／健康 製 品 （6（期件 ）
15． 自動 車 （530件 ） 36． フ ィ ッ トネス ・クラブ （291件 ）
16．地 方 自治体 （158件） 37．社 会福 祉 サー ビス （97件 ）
17．バ ーゲ ン ・セ ー ル （796件 ） 38．電気 通信 サ ー ビス （5鎚件 ）
18． 質屋 （374件 ） 39．暴 利行 為 （pro鮎eering） （911件 ）
19．私立 大学 （130件） 40．共 同使 用 （丘meshare） （200件 ）
20． 公共輸 送機 関 （852件 ） 41． ス クラ ッチ ・カ ー ド （1066件 ）
21．割就 販売 （652件 ） 合計 18579件
（出典：NCCC）
る。なお、わが国では余り問題とされない苦情内容としては、「3．メイド
代理店」39、「9．バラル問題」などが挙げられよう40。
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（2）紛争解決メカニズム
（a）裁判外紛争処理
マレーシアでは、裁判外紛争処理（仲裁、調停）を好む一般的な傾向があ
るといわれる。マレーシア人の訴訟離れの理由としては、「イスラム法が支
配する潮教徒、イスラム教の慣習法（adat）が支配するマレー人、中国慣習
が支配する中国人にとっては、仲裁が調停とともに、紛争の調整の鍵である」
という指摘、また、1990年改正の図語法（NationalLanguageAct）により、「裁
判所における審理は、全部国語たるマレーシア語か、あるいは一部マレーシ
ア語、一部英語で行わなければならないことになったため、マレーシア語に
討　消費者苦情審判所が発行するパンフレットの中に「3．メイド代理店」
をめぐる苦情の設例がある。事案は以下の通りである。「ビジネスマンⅩ
は、メイド代理店Yを通じて、同代理店に4300リンギットを支払って、イ
ンドネシア人のメイドを雇った。雇用から一週間後、そのメイドが、Yが
約束したほど熱心には働かないことをⅩは発見した。Ⅹはそのメイドに労
働の質を高めるよう、もう一週間の猶予を与えたが、事態はより悪化した。
Ⅹは、…、Yにそのメイドを戻し、Yに別のメイドと取り替えるように求
めたが、Yは取り替えることに対して1700リンギットの追加料金を請求し
た。Xは憤慨し、支払った代金の返還を求めたが、900リンギットしか
戻ってこなかった。Ⅹは消費者苦情審判所を通じてYに3500リンギットの
返還を請求し、審理が行われた。」。同審判所は、「YはⅩに3350リンギッ
トの支払を命じる」旨の審決を下した。TRIBUNALFORCONSUMER
CLAIMSMALAYSIA（July2006），Case5，at5．
40　「バラル」（Halal）とは、「許可された」という意味のアラビア語であり、イ
スラム法に則って、イスラム教徒がロにすることができる食品を「バラル
食品」という（該当製品には「バラルマーク」が表示されている）。イス
ラム国家であるインドネシアでは、2001年1月、「インドネシア味の素」が、
豚の成分を基にした添加物で「味の素」を製造したために、関係者らが同
国の消費者保護法（表示規定）違反の疑いで逮捕されるという事件が起
こった。
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よる訴訟を嫌って、純粋に法的な紛争についても、通常、英語で審理が行わ
れる仲裁へ付託する傾向が現れている」という指摘がある41。前述のNCCC
苦情レポートをみても、金融調停局や保険調停局などの業界型紛争処理機関
を用いて、商事仲裁により紛争解決を図るケースが多い。
41松浦馨「マレーシア仲裁法の特徴と問題点」判タ％1号83頁（1998）。な
お、本文で挙げられた国吉吾法（NationalLanguageAct）の関連条文と改正
の経緯は以下の通りである。
まず、連邦憲法第152条〔国語〕1項は「国語はマレー語とする」と定
める（FederalConstitution§152，NatlOnalLanguage．）。そして、現在の国
語法第8条〔裁判所で用いられる言語〕では、「連邦裁判所（FederalCourt）、
控訴院（CourtofAppeal）、高等法院（HighCourt）またはいかなる下位
裁判所（SubordmateCourt）においても、あらゆる訴訟手続は（証人によ
る証拠の提供を除いて）国語においてなされるものとする。但し、裁判所
は、裁判所自らの提案に基づき、または、あらゆる訴訟手続においていず
れかの当事者による申立てがあり、かつ、それらの訴訟手続において正義
に通うものと判断された（consideringtheinterestsofjustlCe）場合には、
当該訴訟手続を（証人による証拠の提供を除いて）一部国語および一部英
語においてなされるものとすることを命じうる。」と規定する（NatlOnal
LanguageActs1963／67（Act32）§8．LanguageOfCourts．）（下線：木原）。
1963年国語法制定当初は「裁判所で用いられる言語」に関する規定がな
く（NationalLanguageAct，1963（No！100f1963））、1971年の同法改正で
上の第8条に該当する規定が新設された（NationalLanguageActs1963／67
（Revised－1971）（Act32））。しかし、当時の第8条では、上述の下線部分
がそれぞれ「国語もしくは英語において、または、一部国語および一部英
語でなされるものとする」（本文）、「全部国語か全部英語のいずれかにおい
てなされるものとする」（但書）と定められていた（下線：木原）。その後、
同法の1990年改正（ActA765）、1994年改正（ActA901）によって、現在
の第8条に至る。
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（b）消費者苦情審判所・住宅購入者苦情審判所
DPNは「紛争解決メカニズム」として、「苦情処理および紛争解決を包含
した、救済を目的とする審判所（Tribunal）の他に、手続がより容易で安価
で、かつ、迅連な、もう一つの解決メカニズムを設ける」必要性があること
を指摘する【DPN：5．1．2（C）】。
臆後に挙げられた「もう一つの解決メカニズム」の概要は走かではないが、
マレーシアでは、紛争解決手段として「審判所」を活用することがかなり浸
透している。同国では、1999年に消費者保護法の制定に伴って、「消費者苦情
審判所」（TribunalforConsumerClaims）が設立され、2002年には、同審判
所をモデルとして、それとほぼ同様の目的と機能をもつ「住宅購入者苦情審
判所」（TribunalforHouseBuyersClaim）が設立されている。後者は、「住
宅・地方自治省」（MinlStryOfHousingandLocalGovernment）管轄の下、
住宅開発業者に対する行政的規制を目的とする「1966年（2002年改正）住宅
開発法」（HousingDevelopmentAct1966（Revised2002））に基づき、その
設立が認められた。
いずれの審判所においても、当事者から苦情が提出されると、まず当事者
らに和解を促すが、それが不適切または不成立となる場合には、審理をした
上で審決が下される。和解調書や審決には執行力があり、最終的なものとし
て当事者を拘束するとされており、今日のマレーシアにおいて紛争解決メカ
ニズムとしての重要な機能を果たしている。しかし、問題がないわけではな
い。
まず、消費者苦情審判所の管轄権が間喝となる。同審判所は、原則として、
1つの請求につき総額2万5千リンギット（約75万円）を超えない範囲でし
か管轄権を有きず（但し、当事者間に書面による合意がある場合にはこの限
りでない）（消費者保護法第98条、第100条）42、しかも、紛争後3年以内に申
42　1999年消費者保護法第98条〔審判所の管轄〕：「（1）審判所は、審判が
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請された請求原釦こよる苦情に限られる（同法第99条2項）。さらに、土地、
不動産ならびに土地上の権利（土地の定着物を除く）、遺言、営業権、債権
的財産、営業秘密ならびに他の知的財産権に関する苦情、または、身体障害
や死亡による苦情についても管轄権を有さない（同法第99粂1項、3項）。
以上のように、同審判所の管轄権を制限する明文規定が存在するわけだが、
注意すべきは、前述した同法の適用除外とされる事項（同法第2条で定める
有価証券、先物取引、土地、専門家のサービス、健康管理に関わるサービス、
電子商取引）もまた同審判所の管轄外となる点である。同法第97条は、「消費
者は、本法に基づく消費者としての権利に関する紛争により被った損失に対
して、…、審判所に審判を求めることができる。」と規定するのであり、「本
法に基づく・‥権利」には、これらの適用除外とされる事項は含まれない43。
前述のNCCC苦情報告に照らすと、「5．銀行・金融サービス（322件）」、
求められている総額が2万5千リンギットを超えない範囲で管轄権を有す
る。ただし、次粂および第100条のときはこの限りでない。」（Consumer
ProtectionAct1999（Act599）§98．JurisdlCtionofTribunal．）。同法100条
〔合意による管轄の拡張〕：「（1）審判や争点の対象の価値が2万5千リ
ンギットを超えている場合でも、当事者が、審判の審理・決定権に服する
旨の書面による合意をしたときには、審判所は、苦情を審理して決定する
権限を有する。」（ConsumerProtectionAct1999（Act599）§100．Extension
ofjurisdictionbyagreement．）。なお、同法制定当初は総額1万リンギット
を上限としていたが、2003年9月1日以降、現在の総額に引き上げられた。
条文訳は、滝沢・前掲注（31）より引用した。
43　同審判所が発行するパンフレットの「同審判所に提起されうる種類の苦
情」の説明でも、そこで問題となる「商品」には、流通証券、株式、債券
および金銭などは含まないとされ、「サービス」には、制定法により規制
された専門家（医者、弁護士および建築家など）の提供するサービスや、
健康管理に関わる専門家または施設のサービス（医療、歯科医術、保育、
助産、製薬および救急サービスなど）は含まれないという。TRIBUNAL
FORCONSUMERCLAIMSMALAYSIA（July2006）at4－5．
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「23．健康サービス（295件）」、「24．病院／クリニック（314件）」、「29．法
律事務所（459件）」、「35．医薬品／健康製品（600件）」などに関する苦情も
数多く寄せられているが、これらは同審判所の管拇外ということになり、そ
の対応が今後の課題となろう。
住宅請人者苦情審判所でも、同様に、1つの請求につき総額2万5千リン
ギット（約75万円）を超えない範囲でしか管轄権を有きず（但し、当事者間
に書面による合意がある場合にはこの限りでない）（住宅開発法第16M粂1
項、第160粂1項）、また、引渡の遅滞と住宅の欠陥についてのみ救済を与え
る（同法第16N条）。しかし、住宅に関して寄せられる深刻な苦情は、「無責
任な住宅開発業者により事業計画を放棄されること」にあるとされ、同審判
所には、最も深刻な消費者の住宅問題を解決する能力がないことが指摘され
ている44。前述のNCCC苦情レポートをみても、群を抜いて住宅問題に関す
る苦情が多く（「31．住宅管理会社（1097件）」「34．住宅（1164件）」）、この
間題への早期対応が望まれる。
5．結語
（1）最後に、これまでの検討を踏まえて、マレーシアにおける消費者間題
を理解する上での幾つかの特徴を挙げて、本稿の結びとしたい。
弔　HJ，MohdIqbalB．MohdShaLi．supranote33．at8．なお、CAPの発行する
機関紙「消費者の声」（UTUSANKONSUMER）に「住宅購入者が直面す
る典型的な諸問題」という記事が掲載されており、その中でも「事業計画
の放棄」（AbandonedSchemes）という問題が取り上げられている。それ
によれば、「この間題は、開発業者らが彼らの事業計画に融資された資金
を使い果たし、そして、買主が問題を抱えて困っているのを見捨てる場合
に生じる。多くの未完成に終わった事業計画が存在し、そして、大半の事
業者らは、未完成に対する言い訳として崇気の下落を挙げる。」という。
UTUSANKONSUMER（March2000），at4．
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（2）国家の政策は、－消費者政策に関わらず－、それぞれの社会制度の上
に立脚し、また、固有の歴史や文化の影響を受けるものである。マレーシア
は、言語、宗教、慣習が異なる多民族で構成される国家であり、その国家の
安定を図るためにマレー人優遇政策が打ち出され、それを実施していくため
に権威主義的、強権的な政治体制が採られてきた。
「マレーシア国家消費者政策」（DPN）は、このようなマレーシア政府の
社会、経済政策の一環として位置づけられている。また、消費者団体をはじ
めとする各種NGOの活動が、マレー人優遇政策、強権的な政治体制が確立
するのに応じて活発化したという指摘や、政府とNGOには「対立と協調の
二重構造」があり、政府と協調姿勢をとる消費者団体FOMCAがDPNをは
じめとして、様々な政策の立案に関与しているという指摘も、このような社
会情勢を背景としたマレーシア特有の事情によるものであろう。さらに、裁
判外紛争処理を好む一般的な傾向があるとの指摘もあるが、これには、各民
族のそれぞれの慣習法への依存、非マレー人によるマレー語での訴訟の回避
といった、多民族国家特有の事情がある。
（3）他方で、マレーシアにおける消費者被害の実態や消費者保護法制の中
身をみると、わが国や他の先進諸国と共通、類似している点も多く見受けら
れる。
まず、2005年NCCC苦情レポートのデータに照らすと、現在のマレーシア
で問題となっている消費者被害の多くは、わが国や他の先進諸国でも典型的
な消費者間題とされている事柄である。消費者間題は、各回で政治体制や社
会情勢が異なるにせよ、消費生活を成り立たせる社会が存在する限り、多く
の部分で共通点や類似点を見出すことができるともいえる。
消費者立法についても、1999年消費者保護法の不備（専門家のサービス、
健康問題、電子商取引などの適用除外）や課題（クラス・アクション、不当
条項規制、食品の安全性確保の導入など）が指摘され、さらには、包括的な
消費者信用法や競争法の導入が求められているものの、消費者立法に課題を
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残しているのは欧米諸国やわが国でも同様である。前稀でも詳しく論じたよ
うに45、マレーシアには、イギリス法を含む他のコモンウェルス諸国の制定
法を直輸入してきた伝統があり、同国の消費者保護法制は比較的整っている
ものと評価できよう。
さらに、DPNの志向するところは、わが国の消費者政策と多くの点で類
似点を見出すことができる0すなわち、DPNでは、わが国の消費者基本法と
同様に、消費者間題のグローバル化という観点から、高度情報通信社会の進
展への対応、国際的な連携の確保、および、環境の保全への整備といった事
項に関して十分な配慮がされている。
（4）以上のように、マレーシアの消費者間題を理解する際には、同国特有
の諸事情（政治体制、社会情勢など）と、同国に影響を及ぼす外部的要因
（イギリスを含むコモンウェルス諸国からの消費者立法の導入、消費者問題
のグローバル化など）の双方を視野に入れる必要があろう。
なお、消費者問題のグローバル化については、DPNがそれを「外からの脅
威」と位置づけ、その脅威に対してマレーシア固有の宗教的、文化的価値観
を固持する姿勢をとっていることには注意が必要である。今後、消費者間題
のグロ‾バル化が、マレーシア固有の諸事情にどのような影響を及はすかほ、
国際消費者機構（ConsumerInternational；CI）やASEANにおける消費者
保護に向けた国際的連携の動向も視野に入れて、検討していかなければなら
ない。その検討は今後の課題としたい。
45　拙稿・前掲注（26）77頁以下。
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【資料「2002年国家消費者政策」（DasarPenggunaNegara）の全訳
国内取引・消費者問題省
マレーシア国家消費者政策
序文
国家消費者政策（DPN）は、国内取引・消費者問題省（KPDN＆HEP）の
設立以来、国家消費者保護評議会（MPPK）によって起草されてきた01999
年に消費者保護法が可決された後、助言を与える機関である、国家消費者諮
問評議会（MPPN）がMPPKに取って代るために設立され、そして、DPN
の起草を完成させた。
DPNは、消費者保護に関連する法律を起草する上での諸原則および指針
を提供するものとして必要である。DPNは、あらゆる分野の組織において
消費者に関連するあらゆる諸活動の基礎にすべきものである0
今にも起こりうるグローバル化の到来を前に、DPNはグローバル化の悪
影響から消費者を保護する機能を果たす。そのような悪影響は、DPNが目
指す包括的な消費者政策を通じて、賢明で、理解力があり、積極的で、責任
のある消費社会の創設によって軽減することができる。
そのような意図を念頭におきつつ、DPNは、マレーシアおよびその国民に
その国家構想を実現させること、かつ、慎重で責任のある消費者と商人とが
国家の発展のために相互に協力しあうことのできる社会を創設することに貢
献することを期待されている。
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1．方針声明
1・l DPNは、消費者、供給業者／製造業者、および政府において、各自の
役割を果たすために、権利と責任のバランスを促進させること、そして、グ
ローバル化の時代において、消費者の福利を確保することを目的とした国家
ヴィジョンの達成に向けて、国家主権と宗教の諸原理を守るのに必要とされ
る、消費者および供給業者／製造業者の間で持続可能な消費を促進すること
を目的とする。
1・2　国家消費者政策は三当事者の取り組みに焦点を置く。すなわち、消費
者の自己防衛、供給業者／製造業者間の自主規制、および、消費者保護のレ
ベルを向上させるための政府の関与である。このことは、立法、取引慣行、
教育、健康、公共設備、および他の関連領域において、消費者、供給業者／
製造業者、および政府の間で、権利および賓任のバランスを促進させる調和
のとれた環境の創出を通じて達成されうる。
2．国家消費者政策の理論的根拠
2・1国家消費者政策は、消費者保護に関連する諸立法を起草する上での
諸々の原則と指針を提供するのに非常に必要とされる。DPNはまた、国家
の経済的または社会的な政策を作成する上で利用されるべきである。本政策
は、国家において持続可能な消費を促進し、かつ、発展させるために、政府
機関、消費者団体、NGO、および民間企業による、あらゆる消費者関連の活
動に対する基礎となる。
2・2　DPNは、消費者、供給業者／製造業者および政府が、グローバル化の
影響に向き合う上で必要とされる。グローバル化による、物品ならびにサー
ビスの多様化、および、科学技術の発達が、国家の立法、経済、貿易戦略お
よび社会システムの状況を変化させている。
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2．3　DPNは、賢明で、理解力があり、積極的で、責任のある供給業者／製
造業者の諸活動に影響を与えることができ、この図の社会的軽済的状況に関
わるあらゆる種類の諸活動に影響を与えることが可能な、自己防衛の諸要素
を有する消費社会を生み出すのに必要とされる。
2．4　DPNは、消費者の福利に対して責任を負う自主規制を掲げる供給業者
／製造業者を生み出すのに必要とされる。
2．5　DPNは、消費者と供給業者／製造業者が、常にそれぞれの権利と責任
を理解し精通しており、同時に、国家全体の発展を達成するのに協力し合う
ことを奨励するという国家ヴィジョンを達成するのに必要とされる。
3．日的
3．1最善の消費者保護
自己防衛、自主規制および立法の側面において最善の消費者保護を確保す
ること。法的な観点からは、消費者に関連するあらゆる法律の中に、消費者
を保護する手段、供給業者／製造業者の違法行為に対する適切な対応、およ
び、安価で、容易で、かつ迅速な紛争解決メカニズムを具備しなければなら
ない。
3．2　公正かつ責任のある取引慣行
消費者の基本的な需要と安全性を満たすために、消費者に関連するあらゆ
る側面において、特に、供給業者／製造業者により提供される物品および
サービスの製造、宣伝、価格設定、ならびに販売の側面において、公正かつ
責任のある耶l慣行を奨励し、共通利益ほ追及する】アプローチを採用し
た取引慣行を促進すること。消費者の福利および平穏を重視した、自主規制
に基づく取引慣行を奨励する。
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3．3　教育
継続的な消費者教育の確保は、公共と民間のいずれにおいても重視されな
ければならず、そして、消費者教育は公式および非公式な教育に組み込まれ
なければならない。公正かつ調和のとれた社会を構築するための一つの取り
組みとして、供給業者／製造業者に対して、社会における彼らの役割と責任
に関する消費者教育を提供すること。
3．4　グローバル化時代における持続可能な消費
グローバル化および貿易の自由化という時代において消費者の福利を確保
する上で、消費者、供給業者／製造業者および政府の間で、持続可能な消費
慣行に向けた取り組みを向上させること。
3．5　消費者、供給業者／製造業者および政府の関係
消費者、供給業者／製造業者および政府の関係を調和させ、それによって、
すべての当事者が、DPNの下で、最善の消費者保護を達成するという共有
された目標を有する。
4．国家消費者政策の目標
4．1消費者の福利（Kebajikan）と平穏（Kesejahteraan）を向上させること
DPNの主たる目標は消費者の福利と平穏を向上させることにあり、その
結果、消費者は、責任を伴い、かつ、選択および主張する権利を履行する能
力を有するものとなる。消費者と供給業者／製造業者の間で、交渉力、正確
かつ十分な情報量、および、品質と報酬とのバランスを改善させること。
4．2　社会経済面での平穏を向上させること
消費者の権利および［消費者にとって］重要な要素（kepentingan）、一基
本的な需要、選択、情報、補償、安全性、主張、消費者教育、および、健康
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が保障される環境で生活すること一、を基礎とした責任のある取引慣行を通
じて、社会の構成員の間で、社会経済面での平穏を創出し、かつ、確保する
こと。
4．3　持続可能な消費慣行を向上させること
社会経済の福利を確保するために、有限の資源を管理する上での持続可能
な消費慣行を向上させること。持続可能な消費は、現代の消費者と次世代の
消費者の平穏と福利のために、支出の節約、自然資源および水、電力といっ
た基本設備の節約、環境の清潔さと美しさを維持することが奨励される。
5．戦略
以下の政策戦略は、定められた目標を達成するために実施されうる。
5．1最善の消費者保護
5．1．1社会的側面
a）生活の質を向上させること
消費者水準は生活水準の質と密接に関連する。生活の質を向上させること
に向けた寄与すべき諸要素とは、あらゆる社会階層が享受できる十分な公共
施設、十分な住宅、保健施設であり、また、あらゆる社会階層に保障される、
栄養のある食糧、学校ならびに図書館などの教育施設、および、情報技術設
備であり、これらは全て、持続可能な消費を達成するのに重要な役割を果た
す。生活の質を向上させるには、政府、民間企業および消費者の間での協力
と相互理解が必要とされる。政府側は、政策を作成する際に、以上の諸要素
を考慮に入れるべきであり、十分なインフラ設備を設ける必要がある。民間
企業は、物品およびサービスの製造／提供において、以上の諸要素を考慮に
入れるべきであり、そして、消費者は、生活の質を最善なものとする責任を
伴うべきである。
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b）自己防衛を強化させること
i）消費者間題に対応するために、消費者、供給業者／製造業者および政府
により構成された特別な組織を構築すること。
ii）全ての地区に物品およびサービスに関する情報を包含する市場情報セ
ンターを構築すること。
C）消費者運動に対する支持および支援を増加させること
消費者運動の発展と効果は、社会の支持、財政状況、推進される消費者運
動の効率性、および政府の支持と密接に関連する。社会からの脆弱な支持、
不安定な財政状況、および、組織的な管理の脆弱性は、消費者連動の発展を
妨げるものである。そういうものとして、政府は、消費者運動および消費者
関連の諸活動に対して継続的な支持を提供する必要がある。その与えられた
支援と支持は、消費者関連の諸活動を増加させる取り組みの中で、消費者運
動の持耗可能性が確保されるであろう。
d）州および地区レベルで政府の仲介するプログラムの計画および実施に
関して消費者団体の参加が促進されること。
州および地区レベルにおける消費者プログラムにおいて、消費者団体の参
加を促進する。消費者団体は、適切な措置を可能とするために、迅速かつ有
効に、消費者が苦情と意見を申し立てるのに、重要なパイプとなりうる。一
例として、［消費者団体が］政府機関および地方自治体レベルの委員会に参加
することが挙げられる。
5．1．2　立法
a）消費者保護に関する法律の制定（permantapan）
政府は、消費者および供給業者／製造業者の両方の福利を保護し調整する
ための役割を果たし続けなければならない。これに関連して、政府は以下の
－177－
ことを実施する必要がある。
i）効果的な対応を可能とするために、法律と省が実施する諸規制の執行
を定着させること。執行は、消費者団体により支援されうる。
ii）不法かつ無責任な取引を防止するために、適切な民事的および刑事的
処分を下し、適宜、既存の法律を改正すること。
iii）グローバル化、貿易の自由化、持続可能な消費の影響を考慮に入れた新
たな法律を起草すること。
iv）消費者に関連するあらゆる法律が、消費者の福利および平穏を確保す
るために定められていることを確実なものとすること。
b）標準の設定
i）法律や規制を通じて、物品およびサービスの品質と安全性を確保する
ための標準を設定すること。このことは、既存の国際的標準を参照しつつ、
それをマレーシアの状況に適合させることによって、または、新たな標準を
定めることによって決定される。
ii）国内に輸入された物品およびサービスに関する特定の標準は、マレー
シア標準化局（JabatanStandardMalaysia（JSM））に定められたガイドライ
ンに従い、安全性および品質の標準を遵守し、かつ、満たすことができるも
のでなければならない。これは、宗教の原則、文化および伝統、責任を伴う
取引を維持し、多民族社会の調和を保ちながら、グローバル貿易の自由化の
中で、マレーシア型の社会を維持した、国家の経済的安定を継続させるため
である。
C）容易で、安価で、迅速な救済メカニズムを整備すること
二つの救済メカニズム、すなわち、苦情処理メカニズムと紛争解決メカニ
ズムを整備し、消費者を保護する必要がある。苦情処理メカニズムは本質的
に自主規制に基づくものである。従って、品質および安全性を欠いた物品お
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よびサービスを利用した消費者が補償を得る機会を確保するために、消費者
団体、供給業者／製造業者団体、民間企業、公共企業は、それぞれ苦情処理
メカニズムを設ける必要がある。
政府および産業界は、各類型と各業界に基づいた、消費者紛争解決メカニ
ズムを整備する必要がある。苦情処理および紛争解決を包含した、救済を目
的とする審判所（Tribund）の他に、手続がより容易で、安価で、かつ迅速
な、もう一つの解決メカニズムを設ける必要がある。
5．2　公正かつ責任のある取引慣行
5．2．1消費者と関係する諸活動における供給業者／製造業者の役割を向上
させること
供給業者／製造業者は、消費者に対する社会的責任を果たし、かつ、消費
者との取引の際に相互利益を追求する姿勢を実践しなければならない。供給
業者および製造業者は、彼らが製造した物品および提供したサービスの品質、
安全性および合理的な価格を保証しなければならない。供給業者／製造業者
は、完全で、正確で、分かりやすい、かつ、法律の規定に従った、情報を提
供しなければならない。供給業者／製造業者は、効率よく経済的資源の利用
と管理を実践しなければならない。高いレベルの生産効率化は、商人だけで
なく、消費者にも利益をもたらすであろう。
5．2．2　マレーシア企業倫理規程
消費者の利益を害する違法行為を抑制するために、あらゆる取引慣行にお
いて、消費者を保護するメカニズムが整備されなければならない。自主規制
のための倫理規程が、全ての供給業者／製造業者によって起草される必要が
あり、そして、DPNと一致するものでなければならない。その一例としては、
固内取引・消費者問題省、国家消費者諮問評議会によって起草されたマレー
シア企業倫理規程がある。
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5．2．3　消費者の態度および行動を変化させること
消費者は、自らの態度を変え、積極的な役割を果たし、苦情を呈する勇気
をもち、豊富な情報を有し、自らの財政状況を管理する賢明さを持たなけれ
ばならず、そして、自らの権利と責任を認識し、公正かつ責任のある取引慣
行を構築すること。
5，2．4　環境問題の重要性を配慮に入れた物品およびサービス
消費者は環境に優しい表示が付いた製品を使用することが奨励され、さら
に、発生抑制、再利用ならびに再生利用するという慣行を向上させる。これ
によって、供給業者／製造業者は、環境の保護に配慮した製品およびサービ
スを提供することが促進される。
5．3　教育
5．3．1消費者の権利および責任に関する意識を向上させること
公式および非公式の消費者教育プログラムを通じて、消費者意識を高める
取り組みを継続し、活発化させること。
5．3．2　十分な施設と効果的な消費者教育の実行システムを提供すること
適切なアプローチによる、完全かつ体系的な施設の整備は、消費者教育お
よび実施される意識向上運動の成功の度合いを確定しうる。消費者教育の成
功は、以下の事柄を通じて達成されうる：
a）州および地区のレベルを含め、様々なレベルでの消費者団体の設立を促
進させる。これにより、包括的かつ完全な体制を構築することができ、都市
部または農村部を問わず、あらゆる消費者社会の階層をつなげることができ
る。このような体制を通じて、消費者に関するあらゆる情報が、効率よく対
象となる団体に発信しうる。
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b）学校レベルおよび高等教育機関において消費者教育を拡大し向上させ
ること。消費者教育は、高等教育機関における一つの科目として構成するか、
または、既存の学習科目に組み込むべきである。このレベルでの消費者教育
は、豊富な情報を有し、かつ、責任を伴う消費者を育成する上での基礎とな
る。
C）消費者団体は、消費者を教育する上で、より積極的な役割を果たす必要
がある。しかし、この役割はたんに消費者団体に限定されるものではなく、
他の政府組織および非政府組織（NGO）によっても実施されなければならな
い。なぜならば、これらの組織は、常に有効なコミュニケーション手段と情
報発信手段を有しているからである。消費者教育におけるプログラムおよび
活動において、情報、方法およびアプローチの面での調和は不可欠である。
d）消費者教育は、とりわけ、被害を受けやすい、低収入階層、高齢者、障
害者および子供といった対象に合わせる必要がある。女性にも焦点をおく必
要がある。なぜならば、女性は、購入決定において重大な影響力を有するか
らである。
e）消費者教育はまた、商工会議所および供給業者／製造業者の協会を通じ
て、供給業者／製造業者に対しても与えられなければならない。彼らは、消
費者教育において役割を果たす必要がある。
5．3．3　消費者間題に関するマスメディアおよび電子メディアの役割を向上
させ拡大させること
消費者教育におけるマスメディアおよび電子メディアの役割を向上させ、
そして、正確で、責任を伴い、宗教および文化の価値に敏感な情報を伝達す
ること。価格ガイドラインや消費者間題の談論といった情報を伝達する際に
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は、適切な時間帯と十分なスペースが割り当てられる必要がある。
5．4　グローバル化時代における持続可能な消費
5．4．1国際的な消費者団体とのネットワークを拡大、向上させること
消費者運動は、とりわけ、持続可能な消費に関する最新の情報を交換する
ために、グローバル社会において拡大され、そして、向上させなければなら
ない。その情報は、宗教的および文化的な諸原理と、マレーシア社会の感性
（sensitivitl）と調和させなければならない。
5．4．2　消費者および持続可能な消費問題に関して、省庁間の関係および交
流を拡大し、向上させること
政府機関の間の関係、協力、および、執行は、消費者の福利を保護するた
めに向上されなければならない。なぜならば、グローバル化および貿易自由
化の影響力は、物品およびサービスに関する法の通用範囲、執行およびリス
クを変容させるからである。
5．4．3　消費者保護および持続可能な消費に関する実施プランを作成するこ
と
グローバル化および貿易自由化に取り組む政府の政策と一致した、消費者
保護および持続可能な消費に関する実施プランを作成する必要がある。政府
のあらゆる政策は、消費者の福利と持続可能な消費を考慮に入れる必要があ
る。
5．4．4　消費者保護のための電子商取引および外国取引における救済メカニズ
ムを創設すること
ヴァーチャルな取引産業としての電子商取引産業は、消費者および供給業
者／製造業者を様々なリスクに晒す。そこで、政府は、消費者および供給業
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者／製造業者を保護するための法律を制定しなければならない。電子商取引
産業における供給業者／製造業者は、彼らの電子商取引のウェブ・サイトに
おいて苦情設備（kemudahanaduan）を形成するといった、消費者を保護す
るための救済メカニズムを提供しなければならない。
5，5　消費者、供給業者／製造業者、および政府との関係
5．5．1消費者、供給業者／製造業者、および政府との間におけるフォーラム
消費者、供給業者／製造業者、および政府の問での対話と情報交換を奨励
する。
6　政策のヴィジョン
国家消費者政策を成功させるには、政府、消費者、および、供給業者／製
造業者という3つのアクターの共同参加が必要とされる。DPNの目標は、
ダイナミックで、進歩的、良質で、責任のある消費社会を構築することに
よって、倫理的な取引環境を促進し、ヴィジョン2020と一致させるものであ
り、それらを全て伴って、宗教的な慣行、文化および国家の主権への尊重を
高めることに貢献することにある。
〔付記〕本稿の筆者は、円谷峻教授（明治大学）を研究代表者とする「東ア
ジア諸国、オセアニア諸国及びマレーシアの消費者保護制度に対する総合的
比較研究」（平成17－19年度科学研究費補助金・基盤研究A〔課題番号：
17252004〕）の研究分担者の一人であり、本稿はその研究成果の一部である。
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